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  被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等を相続により取得し、被相続人居住用家屋の

敷地等を譲渡した場合（用途上不可分の関係にある２以上の建築物がない場合） 

 ※１ 被相続人居住用家屋については、その全部の取壊しをしている。 

 ※２ 土地、建物の取得価額は不明である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）この記載例は、実例に基づかない任意の金額又は簡単な設例に基づいて作成しています。 

《譲渡所得の内訳書 １面》 

 

 

 

《譲渡所得の内訳書 ２面》 

 

１ 被相続人居住用家屋の敷地等の譲渡に係る譲渡価額等 

 ・「譲渡価額」 60,000,000円        ・「取得費」 譲渡価額の５％（概算取得費控除の特例） 

・「譲渡費用（取壊し費用）」 2,000,000円  ・「譲渡費用（仲介手数料）」 2,008,800円   

・「譲渡費用（収入印紙代）」 30,000円 

２ 被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等の相続の開始の日以後における状況 

  

 

【記載例１】 

取壊し 

譲渡 

 

この特例を適用する場合は、「５面」

が必要になりますので、「１面」に「○」

を付します。 

○市××町△△１－54 

○市××町△△１－２－３ 

元  8   9 

元  9  10 

△市□□町××６－７－８ 

㈱○○土地開発 60,000,000 

300.00 

290.00 

300 ㎡ 

200 ㎡ 

相続の時から譲渡

の時まで未利用 

R 

R 
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《譲渡所得の内訳書 ３面》 

 

 

 

 

平成 29 年相続    60,000,000×0.05 3,000,000 

3,000,000 

3,000,000 

○市△△町××３－４－５ ××不動産㈱ 

30,000 

2,008,800 

取壊し費用 2,000,000 

4,038,800 

35  3項 60,000,000 7,038,800 52,961,200 30,000,000 22,961,200 

○市××町××５－６－７ △△建設㈱ 元   7  25 

元   9  10 

○申告書第三表の「特例適用条文」欄の記載方法 

 

 

 

 

３５          ３ 

R 

R 
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《譲渡所得の内訳書 ５面》 

 

 

 

 

 

元 

△市△△町○○１－３－５ 

国税 一郎 
コクゼイ イチロウ 

○○○－×××－△△△ 

国税 太郎 
コクゼイ  タロウ 

H29  10  10 

△市△△町〇〇１－３－５ 

 

S51     10     H29     10 

○市××町△△１－54 

○市××町△△１－54 

200.00 

300.00 

1 
1 

 1 
1 

 

被相続人の氏
名、死亡年月日等
を記載します。 

「被相続人居住
用家屋」及び「被
相続人居住用家屋
の敷地の用に供さ
れていた土地等」
について、その所
在地、床面積・面
積を相続の開始の
直前の状況に基づ
いて記載します。 

また、あなたが
相続等により取得
した持分とそれ以
外により取得した
持分を記載しま
す。 

 なお、これらの
家屋等について
は、被相続人が有
していたものに限
らず、その全てを
記載します。 

 相続の開始の直
前においてその土
地が用途上不可分
の関係にある２以
上の建築物のある
一団の土地であっ
た場合に記載しま
す。 

※ 詳しくは「記
載例２」をご覧
ください。 

 あなた以外の居住用家屋取得相続人（被相続人居住用家屋又はその敷地等を相続等により取得した相続
人）がいる場合又はあなたが適用前譲渡（Ｐ４参照）をしている場合に、その方の氏名、住所等（あなた
が適用前譲渡をしている場合には、「適用前譲渡」欄のみ）を記載します。 

 なお、「相続の開始の時における被相続人居住用家屋又はその敷地等の持分」欄は、⑴のⒶ～Ⓒに記載
した被相続人居住用家屋又はその敷地の用に供されていた土地等に対応して、あなた以外の居住用家屋取
得相続人が相続等により取得した持分（相続の開始の前から有していたものを含みます。）を記載します。 

 また、「適用前譲渡」欄は、あなた以外の居住用家屋取得相続人又はあなたが適用前譲渡をしている場
合に、その譲渡年月日及び譲渡の対価の額を記載します。 

○市××町△△１－２－３ 
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《譲渡所得の内訳書 ５面（裏面）》 

 この事例では、

相続の開始の直前

において被相続人

居住用家屋以外の

建築物（５面の

「７」⑵の建築物）

がありませんの

で、この「５面（裏

面）」の記載は必要

ありません。 

○ 「適用前譲渡」について 

  「適用前譲渡」とは、居住用家屋取得相続人が、その相続の時から特例の適用を受ける方のその特例の

適用を受ける譲渡（以下「対象譲渡」といいます。）をした日の属する年の12月31日までの間に、その対

象譲渡をした資産と相続の開始の直前において一体として被相続人の居住の用に供されていた家屋（被相

続人が主としてその居住の用に供していたと認められる一の建築物に限ります。）又はその家屋の敷地の

用に供されていた土地等（居住用家屋取得相続人が、相続の開始の直前において有していたものを含みま

す。）の譲渡をしている場合における、その譲渡をいいます。 

  したがって、例えば、譲渡をした被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家屋の敷地等に居住用家屋取

得相続人の共有者がいる場合、その共有者の譲渡は「適用前譲渡」になります。 

  なお、「対象譲渡に係る対価の額」、「適用前譲渡に係る対価の額」及び「適用後譲渡（※）に係る対価の額」

の合計額が１億円を超えるときは、この特例の適用を受けることはできませんので、ご注意ください。 

 ※ 「適用後譲渡」とは、居住用家屋取得相続人が、特例の適用を受ける方の対象譲渡をした日の属する年の翌年１月１日からその

対象譲渡をした日以後３年を経過する日の属する年の12月31日までの間に、適用前譲渡と同様の譲渡をした場合における、その譲
渡をいいます。 

○ 他の居住用家屋取得相続人への通知等について 

  この特例の適用を受けようとする方は、他の居住用家屋取得相続人に対し、「対象譲渡をした旨」、「対

象譲渡をした日」等を通知しなければなりませんのでご注意ください。なお、その通知を受けた方が適用

前譲渡をしている場合はその通知を受けた後遅滞なく、また、適用後譲渡をした場合は適用後譲渡をした

後遅滞なく、それぞれ、その通知をした方に対し、「その譲渡をした旨」、「その譲渡をした日」、「その譲

渡の対価の額」等を通知しなければならないこととされています。 


